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◆女性の年齢階層別免許保有率の推移（全免許）

25年後

25年後

◆男性の年齢階層別免許保有率の推移（全免許）

免許保有者数(男性)

2005年: 44百万人

2030年: 42百万人

△4%

免許保有者数(女性)

2005年: 32百万人

2030年: 39百万人

+21%
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○ 専門家からなる検討会としては、幅を持った「交通需要推計の考え方」を提示。これに基づき、計算すると、

① 新たな推計値（高位ケース）： 交通量は、現状から２０２０年には微増となるものの、その後微減。

② 新たな推計値（低位ケース）： 交通量は、現状から２０３０年に向けて微減。

どちらにしても、ほぼ横ばい。

○ このうち、国土交通省としては、「Ｂ／Ｃ」の算出等に、低位の値となる考え方を使用。

○ その結果、２０３０年には、２００５年に比べ、全国交通量は２．６％減少と推計。

○ 今後の社会経済情勢の変化などに対応するため、推計結果について「モニタリング」を行い、必要な見直しを実施。

◆ 自動車走行台キロ（推計）

注１） 比較ケースは、検討会において専門家の考え方が複数提示され、
一本化されなかった事項について、基本ケースをベースに以下の変更を加えて推計。

＜乗用車＞
・ 免許保有率モデルを20-24歳を起点とするコーホートモデルとし、90歳以上の高齢
者については現在の免許保有率と同割合の方が将来も免許を持つとして試算

・ 観光レジャー目的の交通が将来も伸びるものとして試算
＜貨物車＞
・ 営業用普通貨物車100km以上の平均輸送距離について、過去15年間の伸び率が
将来も続くものとして試算

（単位：十億台キロ）

（参考）基本ケースの推計手法を用いて2050年の値を算出する注２）と、乗用車409十億台キロ、貨物車234十億台キロ、合計643十億台キロとなる。
注２）2031年以降のGDPについては、2030年の成長率が維持されると仮定

2005年
(実績)

2020年 2030年

推計値 伸率
(対2005年)

推計値 伸率
(対2005年)

基本ケース
（低位ケース）

乗用車 527 519 0.99 512 0.97

貨物車 242 237 0.98 237 0.98

合計 769 756 0.98 749 0.97

比較ケース
（高位ケース）

注１）

乗用車 527 539 1.02 515 0.98

貨物車 242 244 1.01 243 1.00

合計 769 783 1.02 758 0.99
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全国交通量は２０３０年には、２００５年に比べ、微減

４
0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H32 H42

全車

（10億台キロ／年）

（2005） （2030）

■：実績値（公表値）（出典：自動車輸送統計調査）

◆：新たな推計値（比較ケース）

◇：新たな推計値（基本ケース）
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出典） 実績値：「国勢調査」（総務省）（1980年、1985年、1990年、1995年、2000年、2005年）

推計値：「日本の将来推計人口（平成１８年１２月推計」（国立社会保障・人口問題研究所）

○全国の人口は２０３０年には２００５年に比べ、約10％減少

○四国の人口は２０３０年には２００５年に比べ、約18％減少

将来人口の推移（全国と四国の比較）

５



事業評価手法の見直しについて ＜社会資本整備審議会 道路分科会資料より抜粋＞

６



便益・費用の計算方法の見直しについて ＜社会資本整備審議会 道路分科会資料より抜粋＞

【車両１台当たりの１時間の価値を約3,800円から約2,400円に見直し】

７


